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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第１四半期
連結累計期間

第43期
第１四半期
連結累計期間

第42期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 1,842,858 2,194,774 7,887,067

経常利益 (千円) 242,967 380,376 1,101,332

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 193,597 279,859 867,113

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 121,530 225,020 923,699

純資産額 (千円) 7,202,561 8,152,252 8,004,595

総資産額 (千円) 9,655,490 11,066,919 10,914,973

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 250.22 361.75 1,120.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 74.6 73.7 73.3

(注) 1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

2.売上高には、消費税等は含まれておりません。

3.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

4.平成29年10月１日付けで、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第41期の期首に

当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。

5.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な

経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)におけるわが国経済を概観すると、企

業業績は引き続き堅調であり、人手不足を背景とした合理化・省力化投資等を中心に、設備投資も好調さを持続し

ています。また、先行きについても、これらの持続による緩やかな景気回復が期待されていますが、一方では、米

国の保護主義への傾斜とそれに端を発する貿易摩擦の激化等、世界各地で政治・経済の両面にわたる不透明な変動

要因があることも踏まえておくべき情勢となっています。

当社グループが属する半導体業界においては、これまでPCやスマートフォンなど特定製品の需要に依存していま

したが、ここ最近は動画配信などでデータ量が急増、また2019年にも開始される5G通信やIoT、AI/ディープラーニ

ング、自動運転の本格化等でデータ量の更なる増加が見込まれ、半導体の需要は重層的な広がりを見せ始めていま

す。こうした中、半導体メーカー各社は、3D-NANDからDRAMに投資の重心を移行する形で大型投資を継続しており、

半導体製造装置の市場は大きく拡大する状況となりました。

このような環境の中、当第１四半期連結累計期間は、前年度からの好調な受注の持続により、国内、海外ともに

ほぼ一貫して堅調な売上高を確保することができました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,194百万円（前年同期比19.1％増）、営業利益は378百万円

（同56.2％増）、経常利益は380百万円（同56.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は279百万円（同44.6

％増）となりました。

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ151百万円増加して

11,066百万円となりました。主な要因は、受取手形及び売掛金が99百万円、有形固定資産が78百万円それぞれ増加

したこと等であります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ４百万円増加して2,914百万円となりました。主な要因は、支払手形及び買

掛金が79百万円、借入金が261百万円、退職給付に係る負債が７百万円それぞれ増加し、未払法人税等が118百万円、

賞与引当金が63百万円、その他が164百万円それぞれ減少したこと等であります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ147百万円増加して8,152百万円となりました。主な要因は、利益剰余金

が202百万円増加し、為替換算調整勘定が53百万円減少したこと等であります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,120,000

計 3,120,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 780,000 780,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 780,000 780,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
　平成30年６月30日

─ 780,000 ─ 829,350 ─ 1,015,260

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 6,300

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 773,300 7,733 同上

単元未満株式 普通株式 400 ― ―

発行済株式総数 780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 7,733 ―

(注) 1.「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式100株(議決権１個)が含まれて

おります。

2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式65株が含まれております。

3. 第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都中野区本町
一丁目32番２号

6,300 ─ 6,300 0.81
テクノクオーツ株式会社

計 ― 6,300 ─ 6,300 0.81

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、6,365株であります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 11時15分 5ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



― 6 ―

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,621,750 1,582,710

受取手形及び売掛金 2,577,235 2,677,052

製品 246,077 305,898

仕掛品 774,573 812,665

原材料及び貯蔵品 790,024 811,512

その他 199,043 114,386

貸倒引当金 △3,006 △3,160

流動資産合計 6,205,699 6,301,066

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,183,328 1,244,671

機械装置及び運搬具（純額） 1,640,921 1,673,362

土地 1,147,762 1,147,762

リース資産（純額） 30,255 28,302

建設仮勘定 263,250 250,084

その他（純額） 67,807 67,871

有形固定資産合計 4,333,326 4,412,053

無形固定資産 59,274 58,837

投資その他の資産

その他 317,757 296,046

貸倒引当金 △1,083 △1,083

投資その他の資産合計 316,673 294,962

固定資産合計 4,709,274 4,765,853

資産合計 10,914,973 11,066,919
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 454,659 534,435

短期借入金 940,449 1,243,440

未払法人税等 216,706 98,642

賞与引当金 110,788 46,852

その他 399,144 235,429

流動負債合計 2,121,746 2,158,798

固定負債

長期借入金 583,025 541,558

役員退職慰労引当金 27,401 28,904

退職給付に係る負債 102,098 109,759

その他 76,106 75,645

固定負債合計 788,631 755,868

負債合計 2,910,378 2,914,667

純資産の部

株主資本

資本金 829,350 829,350

資本剰余金 1,015,260 1,015,260

利益剰余金 5,723,767 5,926,262

自己株式 △34,809 △34,809

株主資本合計 7,533,568 7,736,064

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,861 4,338

為替換算調整勘定 465,165 411,850

その他の包括利益累計額合計 471,027 416,188

純資産合計 8,004,595 8,152,252

負債純資産合計 10,914,973 11,066,919
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 1,842,858 2,194,774

売上原価 1,329,289 1,545,491

売上総利益 513,569 649,283

販売費及び一般管理費 271,491 271,113

営業利益 242,078 378,170

営業外収益

受取利息 161 134

受取配当金 1,050 950

為替差益 － 2,497

その他 4,694 1,329

営業外収益合計 5,905 4,911

営業外費用

支払利息 2,284 2,675

為替差損 2,099 －

その他 632 29

営業外費用合計 5,016 2,705

経常利益 242,967 380,376

特別利益

投資有価証券売却益 21,053 －

固定資産売却益 － 199

特別利益合計 21,053 199

特別損失

固定資産除却損 7 726

特別損失合計 7 726

税金等調整前四半期純利益 264,013 379,849

法人税、住民税及び事業税 37,015 74,196

法人税等調整額 33,400 25,794

法人税等合計 70,416 99,990

四半期純利益 193,597 279,859

親会社株主に帰属する四半期純利益 193,597 279,859
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 193,597 279,859

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,766 △1,523

為替換算調整勘定 △60,300 △53,315

その他の包括利益合計 △72,067 △54,838

四半期包括利益 121,530 225,020

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 121,530 225,020
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【注記事項】

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 95,952千円 115,849千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 61,898 8 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月20日
定時株主総会

普通株式 77,363 100 平成30年３月31日 平成30年６月21日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、従来「半導体」と「その他」に区分しておりましたが、当連結会計年度

より単一セグメントに変更しております。

この変更は、当社グループの生産高全体に占める「その他」（主に理化学機器などの製造・販売等）の比率

低下に伴い、当社グループの事業展開及び経営管理体制の実態を勘案した結果、事業セグメントは「半導体」

の単一セグメントが適切であると判断したためであります。

これにより、当社グループは単一セグメントになることから、前連結会計年度及び当連結会計年度のセグメ

ント情報の記載を省略しております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

「１．報告セグメントの概要」に記載のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

「１．報告セグメントの概要」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 250円22銭 361円75銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 193,597 279,859

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

193,597 279,859

普通株式の期中平均株式数(株) 773,703 773,635

(注) 1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

2.当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成30年８月６日

テクノクオーツ株式会社

取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員
業務執行社員

公認会計士 木 間 久 幸 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 村 田 征 仁 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクノクオーツ

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日

から平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノクオーツ株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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